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社会保障・税に関わる番号制度 ～3つの視点からの「選択肢」～

選択肢 Ⅲ選択肢 Ⅰ 選択肢 Ⅱ
＜ 国民の権利を守るための番号に向けて ＞

～プライバシー保護からの選択～

保護の徹底をどうするか

～国民にとっての「メリット」と「リスク・コスト」からの選
択～

利用範囲をどうするか

番号に何を 情報管理

～正確性・安全性からの選択～

制度設計をどうするか

大
国民自らが情報活用

基礎年金番号

番号に何を
使うか

情報管理

をどうするか

・税務分野に利用
・社会保障の現金給付に利用

C案 （スウェーデン型）

－幅広い行政分野で利用－

一元管理
方式

・自己情報へのアクセス
記録を確認できる仕組
を整備する

国民自らが情報活用
をコントロールできる

・引越しの際の手続き
一括処理などが可能
となる

番

・国民全員に
付番されて
なく、重複が
ある

社会保障の現金給付に利用
・社会保障情報サービスに利用
・役所の各種手続に利用

国
民
に
と

方式

各分野の番号
を一本に統一し、

情報を一元的
に管理

・プライバシー保護を任務
とする「第三者機関」を
設置する

住民票コード

ある
・プライバシー
保護上の問
題がある ・ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ侵害

の懸念が大き
い

・情報漏れの被
害が大きい

B案 （アメリカ型）
－税務＋社会保障分野で利用－

B-2案
－ 税務分野に利用
－ 社会保障の現金給付に利用

と
っ
て
の
メ
リ
ッ
ト 「 カ ド を導入し

「偽造」「なりすまし」等
の不正行為を防ぐ

・保険証の１枚化、医療・介護情報
サービスの利用が可能となる

・「所得比例年金」の導入、
「高額医療 介護合算制度」の改善

・プライバシー
保護上の問
題がある

害が大きい

B-1案
－ 税務分野で利用
－ 社会保障の現金給付に利用

－ 社会保障情報サービスに利用
ト
（利
便
性
）

分散管理
方式

・「ICカード」を導入して、
確実な本人確認を実
現する

・各主体のセキュリティ
設計強化を図る

「高額医療・介護合算制度」の改善
医療保険手続き簡便化、が可能となる

新たな番号

＜住基ネ ト

・プライバシー侵
害の懸念 情

A案 （ドイツ型）
－税務分野のみで利用－

情報を各分野で
分散管理、番号
を活用して連携

「目的外利用」
を防ぐ

国・地方が連
携・協力して推

１

・より正確な所得把握と税徴収が可能と
なる

・「給付付き税額控除」の導入が可能と
なる

＜住基ネット
を活用し、
新たに付番
＞

・問題少ない

害の懸念、情
報漏れの被害
が小さい

大
情報管理の「リスク・コスト」

・法令により「目的外利
用」を規制

進

最小の費用で、確実かつ効率的な仕組み



2010年度 2014年度2011年度 2012年度 2013年度 2020年度

国民ＩＤ制度の導入と国民による行政監視の仕組みの整備 工程表

実現条件整理
・付番、紐付け方法
連携範囲の決定方法

国民ＩＤ制度の
導入 制度設計

社会保障と税に関わる
番号制度に関する

検討会

サービス要件整理

2013年までに政府において、
2020年までに50％以上の地方自治体において、

公平で利便性が高い電子行政を実現
財務省 厚生労働省

総務省内閣官房

・連携範囲の決定方法
・行政機関における

適切な情報の活用方法
・運用管理方法
・民間有識者委員会の

在り方
（制度・システムの
在り方の検討機関）
等

導入
法案
提出

制度設計
（国民ＩＤ制度）

（情報共有の推進）
（自己情報の確認）

（第三者機関の設置）

政省令
整備行政機関

における
情報共有の
推進（※)

国民が

国民ＩＤ準備
配布、紐付け、運用

国民ＩＤ制
度の導入

要件整
・検討体制構築
・利用目的
・利用者範囲
・接続対象範囲
・情報の内容
・サービス利用手段
等

システム要件定義

等

連携システム
運用開始

サービス提供開始

第三者機関の

国民が
自己の情報を

確認できる
仕組の整備

度の導入

個人情報保護に関する検討
・自己情報を確認できる仕組みや
第三者機関の在り方等に関する
技術的検討及び制度的検討

内閣官房他

システム設計、開発、テスト

設置

整理・合理化の検討実証事業
公的

ＩＣカードの
整理・合理化

民間有識者委員会での検討
（実現条件整理の詳細検討）

第三者機関の
設立準備

第三者機関による
監視・監督

厚生労働省

内閣官房他

民間有識者委員会
設立準備

合

公的個人認証
サービスの
利便性向上
・用途拡大

利便性向上・
用途拡大の検討

検討内容を
踏まえた実証実験

制度改正等
公的個人認証サービスの
利便性向上・用途拡大

総務省

※再掲

官民インタフェース
実証実験

課題整理 官民連携
実証実験

民間ＩＤ
との
連携

制度整備
企業コードの
在り方検討 企業 ドの整備 連携の推進

総務省 経済産業省

※再掲

※ 「行政機関における適切な情報の活用の推進」。各種の行政手続の申請等に際して、既に行政機関が保有している情報については、原則として記載・添付が不要となるようにするため
「次期府省共通研究開発管理システム（次期e-Rad）を利用した公募型研究事業における申請業務の省力化」（文部科学省）をはじめとした国民の手続の省力化に向けたシステムの整
備等によって推進。

企業コードの
導入

制度整備
在り方検討 企業コードの整備・連携の推進

（順次）
課題抽出

内閣官房 総務省 法務省 経済産業省他

※再掲

文部科学省



社会保障・税に関わる番号制度と国民ＩＤ制度の関係

情報通信による国民の利便性の向上、公平な負担、社会的弱者への確実な給付等を実現
するため、国民が窓口等で利用する番号の整備（社会保障・税に関わる番号制度）と、各
機関間の情報連携の仕組みの構築（国民ＩＤ制度）を一体的に進めることが不可欠。

社会保障・税に関わる番号制度
窓口等

利用者

利⽤番号 利⽤番号 利⽤番号 利⽤番号 利⽤番号
幅広い行政分野への拡大を視野に入れつつ
まずは税務分野＋社会保障分野から開始

そ
の
他
の
行

税
分
野

社
会
保
障

（
現
金
給
付
）

社
会
保
障

（
情
報
サ
ー
ビ

そ
の
他
の
行行

政
分
野

）
分
野

ビ
ス
）
分
野

行
政
分
野

・個⼈情報保護の
仕組み

（例 第三者機関

情 報 連 携 基 盤
（例：第三者機関、

罰則の強化、
自己情報の確認）

電子申請等

国⺠ID制度
利用者

電子申請等
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社会保障・税に関わる番号制度：主な論点と目指す方向性（１２月３日公表）

１ 利用範囲１ 利用範囲

主な論点主な論点 目指す方向性目指す方向性

「幅広い行政分野」（Ｃ案）での利用を視野に入れつつ、まずは「税
＋社会保障分野」（Ｂ案）から開始
「幅広い行政分野」（Ｃ案）での利用を視野に入れつつ、まずは「税
＋社会保障分野」（Ｂ案）から開始

１．利用範囲

Ａ案･･･税務分野のみ

Ｂ-１案・・・税務分野＋社会保障分野（現金給付のみ）

Ｂ-２案・・・税務分野＋社会保障分野

（現金給付＋現物サービス）

１．利用範囲

Ａ案･･･税務分野のみ

Ｂ-１案・・・税務分野＋社会保障分野（現金給付のみ）

Ｂ-２案・・・税務分野＋社会保障分野

（現金給付＋現物サービス）

住基ネットを活用した新たな番号住基ネットを活用した新たな番号

Ｃ案・・・幅広い行政分野で利用Ｃ案・・・幅広い行政分野で利用

２．「番号」に何を使うか

①基礎年金番号、②住民票コード、

③住基ネットを活用した新たな番号

２．「番号」に何を使うか

①基礎年金番号、②住民票コード、

③住基ネットを活用した新たな番号

“データベース”については、分散管理方式とすることを前提に検討

“番号”については、プライバシー保護、コスト等に鑑み、一元管理
又は分散管理とすべき具体的分野について今後検討

“データベース”については、分散管理方式とすることを前提に検討

“番号”については、プライバシー保護、コスト等に鑑み、一元管理
又は分散管理とすべき具体的分野について今後検討

③住基ネットを活用した新たな番号③住基ネットを活用した新たな番号

３． 管理方式

データベース： ①一元管理方式、②分散管理方式

番 号 ： ①一元管理方式、②分散管理方式

３． 管理方式

データベース： ①一元管理方式、②分散管理方式

番 号 ： ①一元管理方式、②分散管理方式

「歳入庁の創設」の検討を進めるとともに、「まずはどの既存省庁の
下に設置すべきか」について検討
「歳入庁の創設」の検討を進めるとともに、「まずはどの既存省庁の
下に設置すべきか」について検討

① ②① ②

４． 付番機関

①歳入庁、②内閣府、③総務省、④国税庁、⑤厚生労働省 等

４． 付番機関

①歳入庁、②内閣府、③総務省、④国税庁、⑤厚生労働省 等

５ 個人情報保護の徹底５ 個人情報保護の徹底

最低限、「自己情報へのアクセス記録の確認」、「第三者機関の設置」、
「目的外利用防止に係る具体的法原則明示」、「関係法令の罰則強
化」を実施する方向で検討

最低限、「自己情報へのアクセス記録の確認」、「第三者機関の設置」、
「目的外利用防止に係る具体的法原則明示」、「関係法令の罰則強
化」を実施する方向で検討

５． 個人情報保護の徹底

①自己情報へのアクセス記録の確認、

②第三者機関の設置、

③「偽造」「なりすまし」防止、

④目的外利用の防止、

プ

５． 個人情報保護の徹底

①自己情報へのアクセス記録の確認、

②第三者機関の設置、

③「偽造」「なりすまし」防止、

④目的外利用の防止、

プ⑤プライバシーに対する影響評価の実施 等⑤プライバシーに対する影響評価の実施 等

６． 地方公共団体等との連携

地方公共団体、日本年金機構、医療保険者等の機関の実情を
踏まえた連携

６． 地方公共団体等との連携

地方公共団体、日本年金機構、医療保険者等の機関の実情を
踏まえた連携

７． 制度導入に係る費用、期間

費用：制度設計の仕方によって異なる

準備期間：少なくとも３～４年の準備期間が必要

７． 制度導入に係る費用、期間

費用：制度設計の仕方によって異なる

準備期間：少なくとも３～４年の準備期間が必要 5



社会保障・税に関わる番号制度と国民ID制度の検討

社会保障・税に関わる番号制度 国民ID制度

22年2月～ 社会保障・税に関わる番号制度に

関する検討会

22年6月 「社会保障・税に関わる番号制度に関する

検討会 中間取りまとめ」

〜３つの視点からの「選択肢」〜 公表※ パブコメ実施

22年11月～社会保障・税に関わる番号制度に
関する実務検討会

22年9月～ ＩＴ戦略本部企画委員会
「電子行政に関するタスクフォース」

検討課題全体像 提

22年12月3日「社会保障・税に関わる番号制度に

関する実務検討会 中間整理」公表

・検討課題全体像の提示
・個人情報保護、情報連携基盤、企業コード
・個人情報保護にかかる第三者機関
・ユースケース 導入効果 国民ＩＤコード関する実務検討会 中間整理」公表

２２年12月 社会保障改革検討本部
中間とりまとめ

２２年12月 社会保障改革検討本部
中間とりまとめ

ユ スケ ス、導入効果、国民ＩＤコ ド

中間とりまとめ中間とりまとめ

23年 1月～４月 「基本方針」の策定
「要綱」の策定

23年 1月～４月 「基本方針」の策定
「要綱」の策定

年 「 会保障 綱 仮称 策定年 「 会保障 綱 仮称 策定

「社会保障・税に関わる番号制度」の検討
と整合性を図りつつ、国民ＩＤコードとの関
係 情報連携基盤等を引き続き議論

「社会保障・税に関わる番号制度」の検討
と整合性を図りつつ、国民ＩＤコードとの関
係 情報連携基盤等を引き続き議論23年6月 「社会保障・税番号大綱（仮称）」の策定23年6月 「社会保障・税番号大綱（仮称）」の策定

23年秋以降 可能な限り早期に法案提出23年秋以降 可能な限り早期に法案提出

係、情報連携基盤等を引き続き議論係、情報連携基盤等を引き続き議論

6


